
『これか らの図書館像』 に見 る窓口 としての公立図書館像

坂 本 俊

1.は じめに

21世 紀にはい り約20年 が過 ぎ現在、我 々を

とりま く生活環境 はインターネ ッ トを介 して

提供 される情報空間の利用抜 きには日常生活

をするこ とが困難なほ ど過度 に情報通信技術

に依存 した社会 にある。今 日に見 られる情報

通信技術 の進展 は、 これ まで不可分であった

情報内容(コ ンテンツ)と 情報媒体(メ ディ

ア)の 接続 を切 り離 し、 メデ ィアに依存 しな

い情報流通 システムが構築 されようとしてい

る。この ような中で、社会的情報機関 として

機能 してきた図書館 において も抜本的な変化

が求 め られ、 『これか らの図書館像』 におい

て示 された21世 紀型の図書館像 といった もの

が公立図書館 での実践 として漸 く見 えは じめ

て きている。

そこで本稿では、現社会において社会的情

報機 関 として公立図書館 に求め られる要素に

ついて整理 し試案す ることとする。

2.社 会構造の変化

現代の社会構二造 を見 るに、生活空間のあ ら

ゆる所 にICT技 術 が用 い られてお り、その根

本 には無線通信技 術 を始め とした、 ネ ッ ト

ワー ク技術 が ある。今 日、我 々の多 くが ス

マー トフォンや タブ レッ ト型端末 など携帯型

情報端末 を所持 し、更 にスマー トウォッチ等、

ウェア ラブル端末 として常時身につける形で

の利用 も普及 してきてい る1)。

これ らで享受 され、消費 される資源は物理

的なメディアによって伝達 されるものではな

く、ネ ッ トワーク通信 を介 して利用 され る資

源 となる。 このため、現在の社会 は資源の元

となる情報およびその情報の物質性 を伴 わな

いパ ッケージング化2)に 価値 がうまれる社 会、

情報が資本化 した情報社会 と見ることがで き

る。

3.物 質社会の図書館

20世 紀 までの社会 は農耕社会、工業社会 と

その構造 を変化 させて きたが、 これ らの社会

は共通 して物質的な資源 を中心 とする社会で

あった3)。もちろん図書 を初 め とす る情報メ

デ ィアも資源 として市場に流通す る場合 には、

純粋 な情報内容 による価値 でのみで計 られ る

のではな く、装丁やデザ インといった図書 と

い う製 品お よび商品 としての価値 が付与 され

た形で しかなされなかった。このため出版流

通の末端 に属す る図書館 としては どのメデ ィ

ァを蔵書 として所蔵す るか とい う選択 が必要

となる。この ように20世 紀 までの物質社会 に

おい ては、情報 内容 に よる差違 で はな くメ

ディアによる差違 によって、た とえ伝 達 され

るコンテンツが同一であって も別物 として扱

われてお り、図書館 においては自館 の収容能

力 と利用者の利便性 を考慮の上で、各種 メデ

ィアの選択 を行 って きた。

施設面での優位、特 に収容能力の大 きな図

書館で は複数のメデ ィアを利用す ることがで

き、利用者 の選択可能性は高 くなるが、逆 に
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小規模図書館では所蔵、提供で きるメディア

に限 りがあ りその限られた環境 の中でいかに

利用者の希望 に沿 った情報資源、情報の提供

がで きるかが問われていた。

図書館ではメデ ィァを収集すること=コ ン

テンツを図書館 で確保す ることであったため、

蔵書 として どの ような資源 を持 っているかが

提供す るサービスに直結 してお り、限 りある

施設スペース ・資金の下 で図書館サービスを

向上 させ ようとす れば、 まず有益 な資源 とし

ての蔵書 を揃 えることが重要 とな り、顕在 的

利用者(コ ミュニティ、サー ビス対象者)に

とって必要 とす るメディアを見極めるこ とが

その図書館の支持を集めることに繋がっていた。

4.情 報社会の図書館

2000年 代 に入 ると、 インタ■一・・一ネ ットの一般

普及に伴い、情報 資源の脱物質化が加速 し、

デジタル資料への移行が始 まったため図書館

においても社会お よび情報資源のデ ジタル化

に対応 した動 きが必要 とされた。 これに対応

す る動 きとして2006年 に文部科学省に よって

「これか らの図書館像一 地域社会 を支 える情

報拠点 を目指 して一(報 告)』4)が公表され、

現社会環境 を見越 した図書館の姿 として物質

社会 における図書館 に求め られて きたメディ

ァを収集す るとい う機関か ら情報の集積地 ・

拠点 として情報の管理 ・サービス提供 を主体

とす る機関へ と転換 してい くことの必要性が

示 された。

5.公 立図書館 のハイブ リッ ド化構想

社会構造変化 によって、情報はメデ ィアに

依存す るこ とな く、伝達 されえる資源 となっ

たが、 『これか らの図書館像』が提示 されて

以降 も個々の メディアに対する受容が喪失 し

たわけではな く、依然 として残 り続けていた。

このため住民 に対する情報提供機関 としての

役割 を担ってい る公立図書館は情報資源 とし

て各種 メデ ィアを収集、提供 しなが らも新 た

な情報 メデ ィアであ り、現社会における主流

メデ ィアになることが高い蓋然性で予想 され

つつあるデジタルメディアへの対応 を迫 られ

た とい うのが、 この約10年 間となる。

情報社会における図書館像の一つ としてハ

イブ リッ トライブラリーが示 されているが、

この物理的な情報 メディア とデジタルメデ ィ

アの融合 を目指すハ イブリッ トライブラリー

構想 自体、全 ての公立図書館で画一的に 目指

す姿であるのか とい う疑問がある。

全国3280館 ある公立図書館では立地条件、

人 口規模、 自治体行政 における図書館政策へ

の比重、住民意識の違いな ど図書館 を取 り巻

く状況には当然の ことなが ら差があ り、図書

館の顕在的な利用者 の傾向 として、デジタル

志向が強い地域 もあれば、 図書や雑誌等の物

理 メデ ィアに対す る志 向が強い地域 もあ り、

これ ら利用者志 向は図書館調査等 によって把

握す ることが可能 となるが、デジタル志向の

強い地域 におい てはハ イブ リッ トライブ ラ

リーの形態は最良であるとは言いがたい。

公立図書館 においては資料購入費が削 られ、

コンパク トな経営 を要請 される一方で、従来

の収集資源 に加 え、新 たなメディアへ対応 を

せ ざるをえず、多 くの図書館が 『これか らの

図書館像』が 目指す とす るハ イブ リッドライ

ブ ラ リーへ の 中途 半端 な形 での移行 に と ど

まって しまっている5)。

6.コ ミュニティスペースと課題解決型図書館

社会教育施設 としての公立図書館 には、情

報資源の収集、提供以外 にもコミュニテ ィの
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文化活動 を支援す るコミュニティスペ ース と

して活用が期待 される。これ らは滞在型図書

館 と呼 ばれ、長時間に渡る図書館内での利用

活動 を念頭 においた図書館 となる。 このタイ

プの図書館 ではグループ学習や親子利用 など

会話に よるコミュニケーシ ョンが図れる共有

空間や逆 に個 人活動 に集中で きるパーソナル

空間の設定が必要 とされている6)。また、図

書館 をコミュニティの 「第三の場」 とし、居

場所 とつなが りを提供す る施設 として捉 える

傾向 も見受 け られ る7)。これ らの図書館 では

利用者 にとっていか に居心地 の良い空間 とし

て認識 させることがで きるかが重要 とな り、

必然的に蔵書スペース よりも利用者の活動ス

ペースを比重が高い利用者本位 の図書館施設

が求め られている。

個 々の利用者 にとっての図書館利用 目的 は

様 々であ り、公立図書館 としては図書館法の

第2条 で示 されているように、調査 ・研究お

よび レクリエーシ ョンのために情報資源 を整

備する必要が ある。利用者の 目的意識 として

は読むこ と自体 を目的 とす る純然たる読書 と

調査探索のための読書 に分 け られ、図書館 は

その両方を支援す ることが必要 とされて きた

が、1970年 以 降、利 用者 重視、 貸 出重視 の

サー ビス を中心に据 えてきた公立図書館 では、

読書提供機 関 としての姿 を前面 に押 し出 して

しまっていたため、社会 において情報拠点 と

しての役割 を期待 されつつ も、図書館像 とし

ては読書提供施設 として広 く、深 く認知 され

続 け調査 ・研究機関 としての役割 は二の次 と

なってしまってい る。

この ような利用者意識 が優勢 の中、 『これ

か らの図書館像』では現社会 において図書館

の必要性 を担保す るために、従来の読書提供

機関 としてではな くレファレンスサービス と

情報サービスに重点 をおいた図書館 サービス

の展開によってコミュニテ ィや利用者 の課題

に応える調査 ・研究機関 としての課題解決型

の図書館像 を示 してい る。

課題解決型図書館 に関 して も求 められる機

能は、情報へ のアクセス可能性 であ り、情報

メディアの入手可能性ではない。 これは図書

館 の情報提供機能 としてメディアが どのよう

な形態であれ、利用者が必要 とする情報への

迅速 な、的確なアクセスが保証 されることが

重要 となる。

これまで図書館蔵書において常備 資料群 と

して蔵書の中核 をな して きた レフ ァレンス コ

レクシ ョン自体がその提供形態 をデー タベー

スへ と移行 し、印刷物 としての提供 を取 りや

めてい る。 また、施設面で蔵書 を限定せ ざる

をえない小規模図書館 にとって、すでに更新

が止 まって しまっているレファレンス ツール

を保持するスペース を割 くことの必要性 は低

い。特 に今後、益 々デジタルメディアの受容

に対 す る世代 間格差 が な くな り、 コ ミュニ

テ ィの構成員 として 日常的にデジタルメデ ィ

ァを利用す る世代が増 えてい くことを考 える

と、 デジタル志 向が強い利用者に とって、要

求す る情報 に迅速 にアクセスで きることが優

先 されるのであれば、デジタル情報の検索性

は物理 メデ ィアとなる印刷 メデ ィア よりも格

段 に高 く、デジタルメデ ィアで容易に得 られ

る情 報 をわ ざわ ざ時 間 をか けて まで印刷 メ

デ ィァを選択す る行動 は考 えに くい。

7.お わりに

現在の社会は物質社会か ら情報社会へ の移

行期 にあた り、公立図書館の形 も変化の途上

にある。図書館 の主機能が メデ ィァを問わず、

情報へ のアクセス性 を保証するこ ととなるな
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らば、図書館 がこれまで基本機能 として備え

て きた保存機能 を低下 させ、利用機能を高め

る ことを意味 している。 しか し、公立図書館

に求め られる保存機能は時限付 きのものであ り、

恒久的な保存 を目的 とす るものではない。そ

れで も前 述 したように、公立図書館の多 くで

各種 メディア を可能 な限 り所蔵 して きた理由

は コミュニテ ィにおいて、現物 として保持 し

てい ることが迅速 な情報要求 に応 える方法で

あ り、図書館 サービスの能力 に直結 してい る

ためである。

つ ま りは公立 図書館の大部分の情報資源は

保存のための収集ではな く、利用のための収

集 に過 ぎない こと とな る。 この ため、 イ ン

ターネッ トを用 いて、大量 のデータ送信が可

能 でかつアクセス可能 な環境 となった現在 に

おいては、図書館館 内に物理的な情報資源 を

保持するこ との必要性 は低 くなっている。

情 報社会 において公立 図書館 が コ ミュニ

テ ィの情報拠 点 として機能す る施設 を目指す

ので あれば、 個 々の図書館 の蔵 書 に基づ く

サービスではな く、図書館 同士のネッ トワー

クに基づ くサー ビス をこれ まで以上 に進 めて

行 くことが必要 とな り、その場合 においても

個 々の図書館が中途半端 に蔵書 を保持す るこ

とが必要ではない。ただ し社会がい くら情報

社会へ と移行 しようと物理メディアへの需要

は残 り、それ らを必要 とす る利用者 も一定数

以上存在す る。 コミュニティにおいて、これ

らの利用者要求に応えるためにも保存機能 を

有す る図書館が必要 とされ ることは確 かであ

るが、それを市区町村立の小規模 図書館 にま

で求める必要 はない。

図書館の主機能を情報提供 として捉 えるの

であれば、 図書館 は情報資源 の保持 よ りもア

クセス可能性 を担保することに注力すべ きで

あ り、 コ ミュ ニ テ ィ にお け る情 報 の 窓 ロ、

サ ー ビス スポ ッ トと して展 開す る こ とが肝 要

とな る。
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